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要旨 

本研究は、日本版援助付き雇用における支援タイプ別（医療機関型、連携型、地域事業所型）

のサービス内容やサービス提供時間を把握すること、および就労アウトカムに関連するサービ

ス内容を検証することを目的に、サービスコード票を用いたプロセス調査を行った。サービス

提供時間の検証には、1 対 1 換算のサービス提供時間（実サービス提供時間÷利用者数×スタッ

フ数）を用いた。また、サービス内容は「認知機能リハビリテーション＋ビジネスマナー」、「個

別就労支援」、「個別生活支援」、「集団プログラム」、「その他」の 5 つのカテゴリーに分けて分

析を行った。結果から、支援タイプにおける臨床的不均一性（clinical heterogeneity）が確認さ

れた（16ヵ月間の 1人当りの 1対 1換算のサービス提供時間の合計：医療機関型=3,452分、連

携型=6,509分、地域事業者型=10,887分）。最も就労率（88.2%）の高い地域事業所型のサービ

ス内容から、重度の精神障害を持った人への就労支援には、個別性の高い支援の重要性が示唆

された。また、就労支援の開始時期や就職時期の前後には集中的かつ濃密なサービスが必要で

あると推測された。就労アウトカムとサービス内容の分析では、就労者は就労前と就労中に 1

ヵ月当り平均で 6時間（就労前：約 373分、就労前＋就労中：約 360分）の個別就労支援に関

連するサービスと、1 ヵ月当たり 1.5 時間の個別生活支援に関連するサービス（就労前：約 90

分、就労前＋就労中：約 87分）を受けており、未就労者と比較し有意に多かった。特に個別就

労支援時間の長さは、16ヵ月間の就労の有無（OR=1.04 [95%CIs=1.01 to 1.07], p=0.035）や

就労日数の長さ（Coefficient=0.31 [95%CIs=0.08 to 0.55], p=0.010）と関係していた。他方、

集団プログラムについては、単変量解析と多変量解析の両方で就労アウトカムとの関係は見ら

れなかった。効果的な就労支援を実施するためには、個別かつ時期によって集中的なサービス

を供給できるシステムの展開が重要であり、それを可能にする制度改正へのアプローチが今後

の課題となる。 
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Ａ．研究の背景 

精神障害者の就労支援は国際的な課題であ

る1,2)。我が国では、障害者雇用促進法の改正

とともに障害者雇用状況が改善されてきた。

特に2005年の同法改正で精神障害者の雇用

が雇用率に算定可能になって以来、精神障害

者の就労者数は大幅に増加している。2012年

度に公共職業安定所（以下、ハローワーク）

を利用した精神障害者における就職件数は

23,861件に達している3)。 

他方、ハローワーク利用者における障害の

程度は不明であり、ハローワークを利用して

就労した人は、自力でハローワークにいける

ぐらい障害が軽い人であった可能性もある。

また、ハローワークにおいて紹介される求人

は、障害者を雇った際に、障害者雇用促進法

の雇用率に算定される週20時間以上の労働を

課す職務内容が多いことから、特に重度の精

神障害を持つ者にとっては、専門家による支

援なしに自身の好みやニーズに合う仕事を見

つけることが容易でないかもしれない。 

就労を希望する精神障害者が利用する障害

者総合支援法の就労移行支援事業所は、利用

者の一般就労（福祉施設内において最低賃金

以下で雇われる等の保護的／福祉的就労では

なく、一般的事業所での雇用）への移行に向

けた支援が機能してないことがめずらしくな

い。厚生労働省による調査では、2010年度に

登録されていた全国972の就労移行支援事業

所のうち、約半分の436施設において、1人の

利用者も一般就労に移行できていないことが

明らかになっている4)。また、近年、精神科デ

イケアでも就労支援への関心が高まっている

が、厚生労働省による2011年度患者調査では、

対象となった患者の84%（n=532）は、デイ

ケアの利用期間が3年を超えており、デイケア

の利用が地域移行や継続的な就労に結びつい

てない可能性を示唆している5)。換言すると、

重度の精神障害を持った人への効果的な就労

支援の普及が大きな課題といえる。 

近年、欧米を中心に重度の精神障害者の就

労に効果的な実践としてエビデンスを蓄積し

ているのは、援助付き雇用である。特に個別

対応とアウトリーチをベースとした就労支援

とケアマネジメントをベースにした生活・医

療支援を統合したIndividual placement and 

support（以下IPS）は、多くの研究でその効

果が実証されている5,6)。日本でもIPSを志向

する援助付き雇用のモデルが、従来型に比べ、

より良い就労アウトカムをもたらすとする知

見が報告されている7)。 

欧米では、援助付き雇用に関するエビデン

スの十分な蓄積から、研究の関心はすでに医

療経済評価や普及のための研究、あるいはプ

ロセス評価に移行している。プロセス調査に

関して、McGuireらは、請求書のデータベー

スからIPS利用者におけるサービス利用回数

（スタッフとのコンタクト回数）を把握し、

濃密な（集中的な）サービスがより良い就労

アウトカムと関係する可能性を指摘している

8)。しかしながら、McGuireらの研究はコンタ

クト回数を指標として使用しており、サービ

ス濃度という意味で、より重要なサービス提

供時間については触れていない。さらに、

2014年3月15日に学術データベース

MEDLINE, PsychINFO, EMBASEで検索し

た結果、国際的に援助付き雇用におけるサー

ビス提供時間を把握した研究はなかった。ま

た、日本においては、援助付き雇用に関する

プロセス調査自体が、現在まで取り組まれて

いない。 

そこで、本研究は、日本版援助付き雇用に

おけるサービス内容を把握することを目的に、

6サイトのスタッフが自身の提供したサービ

スについて、その内容と時間をサービスコー

ド票に記録するプロセス調査を行った。本研

究の具体的な目的を以下に整理する。 

 

1. 日本版援助付き雇用におけるサービス内

容やサービス提供時間を把握し、どのよう
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なサービスに時間が費やされているかを検

証すること 

2. 月ごとのサービス内容とサービス提供時

間の推移を把握し、追跡期間におけるサー

ビスの濃度の変化を検証すること 

3. 研究対象者を就労者と未就労者に分け、両

者の就職前あるいは就労中のサービス提供

時間を比較し、就労アウトカムに関係する

要因を検証すること 

 

Ｂ．方法 

1．対象者 

本研究者の対象者は、認知機能リハビリテ

ーション（以下、認知リハ）と日本版援助付

き雇用の効果を測定する無作為化比較臨床研

究（以下 RCT: Randomised controlled trial）

における参加者のうち、介入群に振り分けら

れた 53名であり、47名が分析対象となった

（脱落率：9.4%）。研究対象者の導入基準や

スクリーニング、選定方法などは RCTに準ず

る（佐藤らのアウトカム評価報告 参照）。 

 

2．支援タイプ 

本研究では、6つの研究協力機関を 3つの

支援タイプに分類した。第 1の支援タイプは、

「医療機関型」である。医療機関型では、精

神科デイケアや精神科クリニックが主たる支

援機関となって、就労支援モデルを構築した。

この支援タイプの特徴は、就労支援を主に提

供するスタッフ（以下 ES）と医療的支援のマ

ネジメントを含めた生活支援を主に提供する

スタッフ（以下 CMer）が、同一の機関に在

籍していることであった。すなわち、医療機

関型では、就労支援と生活および医療支援が

1つの精神科医療機関内で行われた。 

第 2の支援タイプは「連携型」である。精

神科デイケアと、日頃から良好な関係にある

障害者就業・生活支援センター（以下、なか

ぽつ）との綿密な連携を通して、支援を展開

するモデルである。具体的には、精神科デイ

ケアの CMerが参加者に生活および医療支援

（場合によっては就労支援）を提供する一方

で、なかぽつの職員が中心となって就労支援

を行った。 

第 3は、「地域事業所型」である。地域事業

所型では、障害者総合支援法下の就労移行支

援事業所を軸に据えた就労支援モデルを展開

した。この支援タイプの事業所では複数の ES

が所属しており、研究対象者の担当となった

ESが実際の就労支援を行っていた。また、医

療機関の CMerが出向する形で就労移行支援

事業所に滞在し、医療機関との密接な連携を

通して、生活および医療支援を提供した。よ

って、地域事業所型では、就労支援と生活お

よび医療支援が、1つの地域就労支援事業所

で行われた。 

 

3．サービスコード票 

サービスコード票には、日時、支援内容、

支援時間、移動時間、移動に費やした金額、

支援したスタッフの職種、研究参加者と同時

に支援した他のサービス利用者の人数、診療

報酬や障害者自立支援法の報酬枠組みでは請

求できないサービスなどについての情報が含

まれる（詳細は23年度・研究班報告書 参照）。 

支援内容について、サービスコード票には、

プロトコルで規定された「認知リハ」や「ビ

ジネスマナー」のプログラムに関する4項目、

「インテーク」や「プランニング」あるいは

実際の「職場開拓」や「ジョブコーチ」など

就労支援に関する13項目、「ケア会議」や個別

の生活支援（「施設内支援」、「訪問支援」、電

話などでの「非対面の支援」）に関する4項目

など、計22項目が設けられた。デイケアや就

労移行支援事業所などで行われる集団プログ

ラムは、「その他」の項目に記録され、備考欄

に「就労に関係する集団プログラム」（キャリ

ア・デザインやキャリア形成、PCプログラム、

事務などの職業体験）、あるいは「その他の集

団プログラム」（心理教育、レクリエーション
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活動）に分けて記載された（各項目：付録 表

A参照）。 

 

4．手順 

各サイトのスタッフは、研究期間において

初めて研究対象者を支援した日から 16ヵ月

間、個別や集団で彼らを支援した際に、その

支援内容に最も当てはまるサービスコード票

の項目を選択し、支援時間などを記載した。

地域ネットワークの向上を図る定期的な地域

施設のミーティングや、利用者全般のための

職場開拓などの支援は、特定の個人を対象と

したサービスではないため、サービスコード

票に記載されなかった。スタッフによるサー

ビスコード票への記入方法については事前の

研修会を行ったほか、電話やメールで質問に

応対する担当窓口を設けた。 

 

Box.1 1対 1換算のサービス提供時間の計算 

1対 1換算のサービス提供時間＝ 

実サービス提供時間 ÷ 利用者人数×ｽﾀｯﾌ人

数 

例）デイケアで、2人のスタッフが、30人の

利用者が参加する2時間のSSTプログラ

ムを行った場合： 

1対 1換算のサービス提供時間 = 8（分） 

計算：120（分）÷ 30（利用者）×2（ｽﾀｯﾌ） = 

8（分） 

 

5．分析 

1) 計算式とサービスのカテゴリー 

本研究では、分析対象者 47名の 16ヵ月間

のサービスコード・データから、各サイトの

スタッフが対象者に提供したサービス提供時

間（分）を提示した。サービス提供時間につ

いては、スタッフ 1人が参加者 1人に費やし

た時間を把握するために、「1対 1換算のサー

ビス提供時間」を算出した（Box. 1）。この計

算式では、プロトコルで実施回数が規定され

た認知リハやビジネスマナーのプログラムで

あっても、サイトによって対象者数やスタッ

フ数が異なる場合は、1対 1換算のサービス

提供時間が微妙に変化する。具体的には、よ

り利用者数が少なく、かつスタッフ数が多い

支援やプログラムにおいて、1対 1換算のサ

ービス提供時間が大きくなる。 

また実際の分析の際には、サービスコード

の項目を 5つのカテゴリー（11の下位カテゴ

リー）に分けた；「認知リハとビジネスマナー」、

「個別就労支援」、「個別生活支援」、「集団プ

ログラム」、「その他」（Box. 2）。 

 

Box.2 サービスコードのカテゴリー 

カテゴリー0：認知リハ＋ビジネスマナー 

（プロトコル規定） 

a) 認知リハ 

b) ビジネスマナー 

カテゴリー1：個別就労支援 

a) 就労対面アウトリーチ 

b) 就労対面 

c) 就労非対面 

カテゴリー2：個別生活支援 

a) 生活対面アウトリーチ 

b) 生活対面 

c) 生活非対面 

カテゴリー3：集団プログラム 

a) 就労系プログラム 

b) その他のプログラム 

※要因分析のみで使用 

カテゴリー4：その他 

 

2) 支援タイプ別の支援状況の把握 

各支援タイプにおける支援状況を把握する

ために、支援タイプごとに 16カ月間の 1対 1

換算のサービス提供時間の合計を算出した。

また、サービスコードの各カテゴリー（Box.2）

が 1対 1換算の総サービス提供時間に占める

割合を算出した。次に、各支援タイプにおけ

る 16カ月間のサービス量の推移を把握する

ために、月毎の 1対 1換算のサービス提供時
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間を算出し、支援内容の変化を図示した。 

 

Box.3 就労前の 1ヵ月当りのサービス提供時

間の計算 

就労前の 1ヵ月当りのサービス提供時間= 

就労前までの 1対 1換算のサービス提供時間

÷就職までに要した月数 

例 1） 就労支援開始から 9月目に就職した人

が、合計 200分の支援を受けていた場合： 

計算：200（分）÷8（就職までに要した月）

=25 

就職前の 1ヵ月あたりのサービス提供時間

=25分 

 

例 2） 16ヵ月間、一度も就職していない人が、

合計 160分の支援を受けていた場合： 

計算：120（分）÷16（就職までに要した月）

=10 

就職前の 1ヵ月あたりのサービス提供時間

=10分 

 

3) 就労アウトカムとサービス内容との関係 

就労アウトカムとサービス内容の検証につ

いて、分析対象者は死亡ケースを抜いた 45

名とした。また、就労アウトカムを計算する

際の就労の定義は、「最低賃金を保障し、保護

的就労（就労継続 A型や特例子会社）ではな

い企業での就職」とした。よって、佐藤らの

アウトカム評価の結果とは異なる。サービス

コード分析において、就労継続 A型や特例子

会社での就職をアウトカムとして扱わない理

由は、保護的就労の場では、各サイトのサー

ビス量と関係なく、利用者が長期間働ける環

境にあるからである。 

本研究では 3つの就労アウトカムについて

のサービス提供時間との関係を検証した。暴

露となるサービス量については、1対 1換算

のサービス提供時間を用いて、個々の研究対

象者に提供したサービス時間を算出した。認

知リハとビジネスマナーは、プロトコルに規

定さており、各サイトで必ず実施される部分

であるため、この分析の変数として扱っては

いない。 

就労状態（16ヵ月間における就労の有無）

とサービス内容の関連については、それぞれ

の対象者が研究期間における最初の就職前に

受けたサービス提供時間を、就職までに要し

た月数で割り、1ヵ月あたりの 1対 1換算の

サービス提供時間を算出した。16ヵ月間で一

度も就労していない人については、16ヵ月間

は常に就労前の状況にあると捉え、16ヵ月間

のサービス提供時間を 16で割った（Box. 3）。

16ヵ月間に、就職した人（就労群）と就職し

ていない人（未就労群）の各カテゴリーと下

位カテゴリーにおける 1ヵ月あたりのサービ

ス提供時間の平均値と中央値を算出し、

Mann-Whitney検定を用いて、平均値の比較

を実施した。また、就労群と未就労群の間で

基本属性の差を χ2検定および t検定を用いて

分析した。さらに、Global assessment of 

functioning （以下 GAF）、動機付け尺度、

Brief assessment of cognition in 

schizophrenia Japanese version（以下

BACS-J）とサービス提供時間について

spearman の相関分析を実施することにより、

機能が高い人やモチベーションの高い人とサ

ービス量との関係を検証した。最後に、就労

状態に関連する要因を検証するため、3つの

サービスカテゴリー（「個別就労支援」、「個別

生活支援」、「集団プログラム」）を独立変数と

し、交絡要因となりうる性別、年齢、GAF、

動機付け、BACS-Jを調整したロジスティッ

ク回帰分析を実施した 8-11)。カテゴリー「そ

の他」の項目は記録されている対象者が極端

に少ないため、独立変数として分析に投入し

なかった。 

次に、就労期間と就労日数とサービス提供

時間の関係については、就労前と就労中の 1

対 1換算のサービス提供時間を、就職前と就

労中の月数で割り、1ヵ月あたりの 1対 1換
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算のサービス提供時間を算出した。16ヵ月の

間に 1度も就職していない対象者における 1

対 1換算のサービス提供時間の計算、単変量

解析の方法は、就労状態の分析と同様である

ため省力する。就労期間や就労日数に関連す

る要因を検証するための分析については、就

労期間や就労日数が非正規分布であるため、

中央値を用いた分位点回帰分析を行った。投

入した独立変数や交絡要因となりうる変数は

ロジスティック回帰分析と同様であった。 

分析の際の統計的有意水準は 5%（両側）に

設定した。すべての分析には、Microsoft Excel 

2010および Stata version 12を用いた。 

 

6．倫理的配慮 

本研究の参加者には、各サイトの担当者が

書面および口頭で研究の趣旨やデータの使用

方法などを説明し、調査への参加の同意を得

た。すべての参加者には、調査への参加に対

する拒否権と途中棄権の権利が確保された。

また、すべての研究参加者から署名付きの同

意書を得た。本研究は、国立精神・神経医療

研究センター倫理委員会の承認を受けている

（No. A2011-024）。 

 

Ｃ．結果 

1．16ヵ月間のサービス提供時間 

1) 全体 

分析対象となった 47名の基本属性は、佐藤

らのアウトカム評価報告で紹介されているた

め省力する。16ヵ月間の間に少なくとも 1度

は就労した参加者は、27名であった（就職

率：57.5%）であった。図 1および表 1は、

支援タイプ別に 16ヵ月間の 1対 1換算のサ

ービス提供時間の合計とカテゴリーごとの割

合を示している（実サービス提供時間：付録 

図 A、表 B参照）。6サイト全体では、16ヵ

月間の 1対 1換算のサービス提供時間の合計

は 7,173分であり、プロトコルで規定された

「認知リハ」（18.8%）と「ビジネスマナー」

（5.5%）で約 4分の 1を占めた。また「個別

就労支援」は合計の約半であった（「就労対面

アウトリーチ」［13.7%］、就労対面［16.0%］、

就労非対面［17.9％］）。「個別生活支援」と「集

団プログラム」は、それぞれ約 15％弱であっ

た。 

 

2) 医療機関型 

医療機関型における 1対 1換算のサービス

提供時間の合計は、支援タイプ別では最も少

なく 3,452分であった。各サービスのカテゴ

リーの割合は、全体結果と似ているが、「個別

就労支援」が 4割弱となっていた（「就労対面

アウトリーチ」［5.2%］、就労対面［17.2%］、

就労非対面［19.3％］）。また、医療機関型に

おける就労者は 16名中 7名（43.8%）であっ

た。 

 

3) 連携型 

連携型における 1対 1換算のサービス提供

時間の合計は 6,509分であった。「個別就労支

援」が 3割弱であった（「就労対面アウトリー

チ」［6.6%］、就労対面［10.4%］、就労非対面

［9.8％］）。また、「集団プログラム」が合計

の約 35％を占めているのが特徴であった。 

連携型における就労者は 14名中 5名（35.7%）

であった。 

 

4) 地域事業所型 

地域事業所型における 1対 1換算のサービ

ス提供時間の合計は 10,887分であり、3つの

支援タイプの中で、最も多かった。特に「個

別就労支援」の割合が多いのが特徴であり、

合計の約 6割を占めた（「就労対面アウトリー

チ」［18,8%］、就労対面［18.9%］、就労非対

面［21.5％］）。地域事業所型の就労率は 88.2%

（17名中 15名）であった。 
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2．16ヵ月間のサービス提供時間の推移 

1) 全体 

それぞれのカテゴリーにおける 1対 1換算

のサービス提供時間は、月日の経過とともに

変化した（月毎のサービス内容・時間の推移

の詳細な数字：付録 表 C-F参照）。全体的な

傾向として 3ヵ月目までは「認知リハ」が全

体の半分を占め、4ヵ目から「ビジネスマナ

ー」や「個別就労支援」、「集団プログラム」

が増加する傾向にあった。他方、生活支援は

16ヵ月間の間で大きく割合を変えずに推移

していた。就労者が徐々に増え始める 8，9

ヵ月目以降は、1対 1換算のサービス提供時

間が減少する傾向にあった（図 2）。 

 

2) 医療機関型 

医療機関型における 16ヵ月間の 1対 1換

算のサービス提供時間の推移は全体の結果と

似ているが、全体結果と比較して、サービス

提供時間の絶対量が少ない。そして、就労者

が研究期間の比較的早い時期にでることから、

「個別就労支援」が 6ヵ月目に増加すること

が特徴であった（図 3）。 

 

3) 連携型 

連携型における 16ヵ月間の 1対 1換算の

サービス提供時間の推移の特徴は、「認知リハ」

の終了後、「個別生活支援」と「集団プログラ

ム」の時間が、研究期間終了までの間、一定

の割合を占めることであった。また「個別就

労支援」に関しては、11ヵ月目に増加してい

た（図 4）。 

 

4) 地域事業所型 

地域事業所型においては、16ヵ月間の 1対

1換算のサービス提供時間の推移についての

特徴がいつかある。まず、研究開始時期から

「認知リハ」と平行して、「個別就労支援」（特

に「就労非対面」）と「個別生活支援」に関す

るサービスが一定の割合で提供されていた。4

ヵ月目から 10ヵ月目までは「個別就労支援」

の割合が非常に多く、特に下位カテゴリー「就

労対面アウトリーチ」が 4分の 1ほどを占め

ていた。そして、11ヵ月目以降は 1対 1換算

のサービス提供時間が急激に減少していた

（図 5）。 

 

3．就労アウトカムと関連するサービス 

1) 基本属性 

分析対象者 45名のうち、男性は 27名

（60.0%）であり、女性 18名（40.0%）であ

った。診断は統合失調症が最も多く、38名

（84.44%）であった。平均年齢は 34.84歳

（sd=7.07）であった。GAF、動機付け、

BACS-Jの平均値は、それぞれ 49.73 

（sd=8.12）、3.37 （sd=0.89）、-1.12 （sd=0.61）

であった（表 2）。就労者と未就労者の間で有

意な差が観測された基本属性はなかった。 

 

2) 就労アウトカム 

表3は分析対象者45名の就労アウトカムを

示している。就労継続 A型や特例子会社を除

くと、45名のうち 27名（60.0%）が 16ヵ月

間で最低 1回は就労を経験していた。平均就

労期間は 123.31日（sd=132.28）であり、平

均就労日数は 75.44日（sd=84.82）であった。 

 

3) 機能とサービス提供時間 

GAFや BACS-J、動機付け尺度の得点と 16

ヵ月間の 1対 1換算のサービス提供時間との

相関分析の結果、GAFと「集団プログラム」

（ρ=0.3020, p<0.05）、その下位尺度「その他

の集団プログラム」（ρ=0.3109, p<0.05）で有

意な相関があった。しかし、他の変数間に有

意な相関はなかった。 

 

4) 就労状態と就労前のサービス提供時間 

16ヵ月間における最初の就労前の 1ヵ月当

りの 1対 1換算のサービス提供時間を就労群

（n=27）と未就労群（n=18）に分けて検証し
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たところ、就労群の「個別就労支援」は 372.56

分（sd=279.82）であり、未就労群（76.72分

［sd=66.98］）より有意に多かった（z=4.425, 

p<0.0001）。「個別就労支援」の下位カテゴリ

ー（「就労対面アウトリーチ」、「就労対面」、

「週路非対面」）においても、未就労群と比べ、

就労群は有意に 1対 1換算のサービス提供時

間が多かった（表 4）。「個別生活支援」にお

いて就労群（89.93分［sd=72.84］）は、未就

労群（49.39分［sd=76.14］）より 1対 1換算

のサービス提供時間が有意に多かった

（z=2.190, p=0.0285）。他方、下位カテゴリ

ーにおいては、「生活対面」のみで有意な差が

観測られた（就労群：67.81分［55.85］、未

就労群：39.72分［68.31］、z=2.283, p=0.0224）。

また、「集団プログラム」に関しては有意な差

は見られなかったが、下位カテゴリーの「就

労プログラム」については、就労群（24.91

分［36.44］）が、未就労群（1.79分［4.18］）

より有意に多かった（z=2.630, p=0.0085）。

一方で、「その他のプログラム」については有

意な差はないが、未就労群のほうが 1対 1換

算のサービス提供時間が長かった（表 4）。 

ロジスティック回帰分析の結果、就労状態

（就労の有無）と関連する要因として、有意

な関係にあった変数は「個別就労支援」

（OR=1.04 [95%CIs=1.01 to 1.07], p=0.035）

のみであった（表 6）。 

 

5) 就労期間・就労日数と就労前・就労中のサ

ービス提供時間 

就労群と未就労群で、就労前と就労中の 1

対 1 換算のサービス提供時間を比較した結果、

1対 1換算のサービス提供時間に若干の違い

あるが、有意な差があったカテゴリーは上述

の就労前の 1対 1換算のサービス提供時間の

分析結果と全く同一であった（表 5）。 

分位点回帰分析の結果、就労期間と関係す

る変数は抽出されなかったが、「個別就労支援」

（Coefficient=0.38 [95%CIs=-0.01 to 0.77], 

p=0.55）は有意傾向であった（表 7）。就労日

数については、「個別就労支援」

（Coefficient=0.31 [95%CIs=0.08 to 0.55], 

p=0.010）のみが、就労日数に関係する変数と

して観測された（表 8）。 

 

Ｄ．考察 

本研究は、認知リハと日本版援助付き雇用

を実施する 6つのサイトを 3つの支援タイプ

に分け、サービスコードのデータから 1対 1

換算のサービス提供時間を算出したえうで、

各支援タイプにおける 16ヵ月間の支援内容

やサービス提供時間の特徴を検証した。さら

に、個別のサービスコードのデータから、就

労状態や就労期間、就労日数に関連する要因

を分析した。 

 

1．支援タイプとサービス内容 

16ヵ月間の 1対 1換算のサービス提供時間

の合計や月毎の推移から、支援タイプによっ

て、合計のサービス提供時間、時間を費やす

サービスの種類、月毎のサービス内容につい

ては大きな違いがあった。1対 1換算のサー

ビス提供時間の長かった地域事業所型の高い

就労率（88.2%）を考慮すると、重い障害を

持った人に対する就労支援には、集中的な個

別サービスを提供する必要があると考えられ

る。実際、地域事業所型は「認知機能リハ」

や「集団プログラム」の割合が他の支援タイ

プより少なく、「個別就労支援」が非常に多い。 

他方、連携型における 1対 1換算のサービ

ス提供時間の合計は、医療機関型と比べ長い

反面、就労率は低い。これには 3つの要因が

考えられる。第 1に、連携型では「認知リハ」

や「集団プログラム」の割合が多く、「個別支

援時間」は医療機関型と大差がないことがあ

げられる。第 2に、医療機関型において、ES

と CMerが同一機関に在籍していることから、

両者の連携が容易であり、効率的な就労支援

ができたかもしれない。第 3に、本研究にお
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ける医療機関型の ESは就労支援に顕著な経

験を有しており、多くの時間をかけなくても

対象者を就労に結びつけることができたかも

しれない。 

いずれにしても、3つの支援タイプ間で、

臨床的不均一性（clinical heterogeneity）が

確認された。この臨床的不均一性の発生につ

いては複数の理由があると思われる。まず、

地域事業所型における 2サイトはもともと就

労支援を専門として行ってきた機関であるこ

とや、ESが複数名いること、CMerが常に同

機関に滞在していることが、1対 1換算のサ

ービス提供時間の長さと関係しているかもし

れない。 

他方、医療機関型や連携型における比較的

少ない 1対 1換算のサービス提供時間は、ES

の不在や人員不足が関係しているかもしれな

い。あるいは医療機関における絶対的なマン

パワー不足が関係しているかもしれない。た

とえば、1対 1換算のサービス提供時間の合

計が最も少なかった医療機関型におけるサイ

トの 1つは精神科デイケアを主機関としてい

るが、1日平均来所者数は約 65人であり、登

録者数は 300名を超える。つまり、各 ESや

CMerが担当するケースロード数が膨大にな

り、個別に対応できる時間の確保が難しいか

もしれない。すなわち、現在の医療機関にお

ける利用者数に対する職員配置の限界が原因

にあるかもしれない。また、現在の診療報酬

制度では、デイケアスタッフが事業所外に出

て行う支援は報酬の対象とならない。そのた

め、デイケアを主機関とするサイトのスタッ

フにとっては、日常業務を遂行するなかで、

頻繁なアウトリーチ活動が求められる就労支

援がしづらいというジレンマがあったかもし

れない。 

 

2．サービス密度（intensity） 

16ヵ月の 1対 1換算のサービス提供時間の

推移をみると、サービス密度の重要性が示唆

された。具体的には、認知リハ後の具体的な

就労支援を始める時期と対象者が就労を開始

する時期に集中的なサービスを提供する必要

があったと推測される。就労支援初期と就職

前後の濃密なサービスの重要性 12,13)や就労期

間との関係 8)は米国の先行研究でも指摘され

ており、日本の援助付き雇用でもその重要性

が実証されたと考えられる。また、地域事業

所型の例をみると、認知リハ時期に認知リハ

だけを行うのではなく、平行してアセスメン

トなどの個別就労支援および個別生活支援を

行うことが、重要であると推察される。 

 

3．就労アウトカムと基本属性および関連する

サービス 

1) 就労アウトカムと基本属性 

就労者と未就労者の基本属性を比較したと

ころ、各基本属性の項目に有意な差は見られ

なかった。また、多変量解析の結果でも、基

本属性は就労アウトカムに関係していなかっ

た。過去の研究では、機能、認知機能、動機

付けなどは、就労の可否や就労期間に関わる

可能性を示していたが 8-11)、本研究において

就労アウトカムと基本属性との間に関係はな

かった。認知機能に関しては、認知リハによ

る認知機能の向上が影響しているかもしれな

い 14-16)。あるいは適切な援助付き雇用のもと

では、機能や認知機能、動機付けなど程度に

関係なく就労できる可能性を示しているのか

もしれない。他方、研究プロトコルにおいて

認知機能が低い人が対象となっているので、

もともと認知機能に関して個々のばらつきが

少なかった影響もあると推測される。 

 

2) 機能とサービスの利用状況 

次に、障害の重い人や動機付けの高い人が

多くのサービスを受けた可能性について言及

する。GAFや BACS-J、動機付け尺度と各カ

テゴリーおよび下位カテゴリーの 1対 1換算

のサービス提供時間との関係にいて、
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spearmanの相関分析を行ったが、GAFと「集

団プログラム」を除き、有意な関係がなかっ

た。これは、サービスを受けやすい人だけが

多くのサービスを受けて就労に結びついた可

能性を否定する 1つのエビエンスになると示

唆される。前述したとおり、1対 1換算のサ

ービス提供時間が多い地域事業所型のサイト

では、ほぼ全員が就労している（就労しなか

った 2名は就労継続 A型と特例子会社を利

用）。よって、サービス提供時間の個人間の格

差は、特定の人だけが就労支援を多く受けた

という可能性より、利用した機関による影響

が大きいと考えられる。 

 

3) 就労アウトカムと関係するサービス 

16ヵ月間の就労状態（就労の有無）や就労

期間、就労日数とサービス内容の関連につい

て、就労した利用者は、就労前あるいは就労

中に受けた「個別就労支援」、「個別生活支援」

のサービス量（1対 1換算のサービス提供時

間）が有意に多かった。具体的には、就労者

は「個別就労支援」については月当り約 6時

間（就労前：約 373分、就労前＋就労中：約

360分）、「個別生活支援」については、月当

り約 1.5時間（就労前：約 90分、就労前＋就

労中：約 87分）のサービスを受けていた。こ

の結果から、本研究の対象となった重度の精

神障害を持った人の就労支援には、個別の手

厚い支援が必要になると示唆された。他方、

「集団プログラム」、特に就労に直接関係しな

い「その他のプログラム」については、就労

していない人が多かったことから、デイケア

などで頻繁に行われる集団プログラムにおけ

る就労アウトカムへの効果は疑問が残る。 

また、基本属性や交絡要因を調整した多変

量解析の結果では、就労状態や就労日数の長

さに関係するのは、「個別就労支援」の時間の

長さのみであった。就労アウトカムの向上の

ためには、生活支援や集団プログラムという

従来の支援の枠を超えて、個別の就労支援に

より多くの時間を費やすことを念頭にしたサ

ービス供給システムを展開させる必要性があ

ると示唆された。 

 

4．研究の限界 

本研究には、いくつかの限界がある。まず、

サービスコードの分析は、それぞれの支援に

費やされた時間を提示できるが、支援の質は

評価できない。たとえば、あるスタッフが利

用者のストレングスを意識したインテーク面

接を 30分しても、他のスタッフが過去の職業

経験だけを聞く 30分のインテーク面接をし

ても、サービスコード上の結果は同じ 30分と

なる。また、サービスコード調査は現場スタ

ッフの記載に頼る調査手法である。実際には

サービスを提供したにもかかわらず、何らか

の理由により、スタッフがそのサービスを記

載しなかった場合、そのようなサービスはデ

ータには反映されない。 

本研究は一定期間のクロスセクショナル調

査である。よって、変数間の因果関係を明確

にすることはできない。また、本研究では、

支援タイプあるいはサイト別の臨床的不均一

性を認めたが、サイト間の就労者の極端な偏

りなどから、多変量解析の際にクラスタリン

グ・エフェクト（clustering effect）を調整し

た分析ができなかった。 

 

Ｅ．結論 

本研究の知見から、重度の精神障害を持っ

た人への就労支援には、個別性の高い支援の

重要性が示唆された。また、就労支援の開始

時期や就職時期の前後には集中的かつ濃密な

サービスが必要であると推測される。他方、

支援タイプにおける臨床的不均一性が見られ

た。これには現在の診療報酬制度なども関係

していると思われる。 

就労者は就労前と就労中に 1ヵ月当り平均

で約 6時間の個別就労支援に関連するサービ

スと約 1.5時間の個別生活支援に関連するサ
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ービスを受けていた。特に個別の就労支援の

サービス量は就労状態や就労日数などの就労

アウトカムに大きく関係すると考えられる。

他方、集団プログラムに関する効果は限定的

であり、就労アウトカムとの関係は見られな

かった。すなわち、効果的な就労支援を実施

するためには、個別かつ時期によって集中的

なサービスを供給できるシステムを展開する

ことが重要になる。また、医療機関（特に精

神科デイケア）における就労支援員の配置、

個別支援やアウトリーチの実施を可能にする

制度改正へのアプローチが今後の課題となる。 
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